
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 事 業 報 告 書

生起!壁塾」二襲墨堕I旦三二■三生:髪E』L全

1 事業の成果

令和 5年度決算は 25百万円の黒字決算 (当期経常増減額)と なりました。正会員の皆様のご尽力、ご

協力に厚く感謝申し上げます。

事業環覚としては、物価上昇や能登地震などの自然災害もありましたが、コロナの 5類移行、過去最大

の株価などのプラス要因もあり、前向きな施策を打てる状況になってきていると感じています。コロナ前

との比較で中小企業のデジタル化が進んでいること、さらに支援の重要性が増していることがアンケー ト

調査 (日 本商工会議所、東京商工会議所など)でも明らかであり、ITコ ーディネータヘの期待も今まで

以上となっています。そのような状況を受けて、昨年に続きケース研修の受講者は大幅に増加し、1,018

名と新ケース研修がスター トしてから最大となりました。また、資格者数は 3/31現在 7,172名 、ITCA研

修、フォローアップ研修の受講者もそれぞれ延べ 3,500名超、1,600名 超となっています。

引き続き ITコ ーディネータ協会は全国の ITコ ーディネータや関係機関の皆様と連携しながら、中小

企業のIT経営支援へ積極的に取り組んでまいります。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【329,081】 千円)

事 業 報 告 用

疋私 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

lT, コ

穆呻竹手

ITC試験の実施・運営
年間 3タ
ー ム

全国主要
都市

2人
ITC試験
申込者

1,515名

180,996ITCの資格認定・資格更
新、
ケース研修の募集・開催、
継続研修 (ITCカ ンファレ
ンス、協会主催研修)の実
施

随時
事務所

全国主要
都市

4人
ITC認定
者、更新
者

7,172名

lT̀  
コ

_ル  

ギ

ラ漂_2準1誓

曇
´争当

.ッ キ

地
団
ス

域届出組織や地域支援
体との連携活動、ビジネ
マッチング活動

随時
事務所

全国各地
3人

ITC資格
者、中小

會脊隻墓
組織、ITC
届出組織

中小企業
経営者お
よびその
支援者等

多数

37,275

ITの利活用に
関す る研究・
支援・普及・
啓発事業

ITC試験の問題作成、専門
知識教材。研修コースの開
発・認定、中央官庁等から
の受託事業、広報宣伝活動

随時
事務所

全国各地
4人

一般、ITC
資格者、
中小企業
の支援組
織

一般、中
小企業経
営者およ
びその支
援者等多
数

110,810
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自 :令和 5年 4月 1日

至 :令和 6年 3月 31日

特定非営利活動法人 ITコ ーディネータ協会

会長 野村 真実



二重L証垂塾豊

自令和5年 4月 1日 至令和 6年3月 31日

1 経常収益

1 受取会費

受取会費

2事業収益

ITC資格認定・育成・研修事業収益

ITC・ 経営者等とのビジネスマッチング事業収益

IT利活用に関する研究支援普及啓蒙事業収益

3 その他収益

受取利息

雑収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用

1 事業費

(1)人件費

役員報酬

給料手当

業務委託費

退職給付費用

法定福利費

人件費計

(2)その他経費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

印刷製本費

水道光熱費

賃借料

租税公課

その他の業務委託費

システム開発維持管理費

支払手数料

広告費

支援費

雑費

その他経費計

事業費計

2 管理費

(1)人 件費

役員報酬

給料手当

業務委託費 (出 向者分)

退職給付費用

法定福利費

人件費計

426,471,487

329,080,678

科
日

【 金   額

12.537,000

370,006,618

11,190,164

31,377,342

2,286

1,358,077

12,537,000

412,574,124

1,360,363

15,523,200

58,049,960

204,081

4,286,126

10,402,404

88,465,771

561,459

7,992,901

3,949,694

2,271,150

69,764

11,971,682

1,322,817

21,389,787

20,600

168,200,561

17,258,177

37,020

2,457,600

2,500,000

611,695

240,614,907

22,637,600

8,194,332

4,663,873

1,541,874

3,455,616

40,493,295



|(2)その他経費

1  会議費

1  旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

印刷製本費

水道光熱費

賃借料

会員向活動費

租税公課

その他の業務委託費
システム維持管理費

支払手数料

雑費

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

Ш 経常外収益

貸倒引当金戻入

経常外収益計

758,328

4,347,806

2,226,753

511,609

471,899

619,373

297,986

4,031,445

496,650

171,700

3,913,400

3,576,976

8,272,547

2,321,782

72,511,549

401 592 227

Ⅳ 経常外費用

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

末正味財産△

32,018,254

660,000 660,000

24,879,260

660 000

25,539,260

70,000

25,469,260

212,630,693

238,099,953



令和 6年 3月 31日 現在

型 目 金 笙

206,782,458

52,185,772

6,425,760

244,899

1,785,147

10,285,457

2,058,685

△ 5,968.198

6,375,944

5,373,684

7,920,000

13,293,684

14,263,200

17,644,460

△ 17,644,460

267 424 036

33 932 828

26 814 911

63,256,911

301 356 864

238 099 953

14,263,200

16,750,791

3,860,900

70,000

3,475,450

2,657,770

8,976,000

27,466,000

36,442,000

212,630,693

25,469,260

301.356.864

資産の部

流動資産

現金及び預金

未収金

貯蔵品

前払金

前払費用

流動資産合計

固定資産

(1)有形固定資産
建物
工具器具備品

減価償却累計額

有形固定資産計

(2)無形固定資産
ソフトウェア

ソフトウェア仮勘定

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

長期未収入金

貸倒引当金

投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債

未払金

未払消費税等

未払法人税等

前受金

預り金

流動負債合計
2 固定負債

役員退職慰労引当金

退職給与引当金

固定負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額
正味財産合計
負債及び正味財産合計

I

1

2



計算書類の注記

1重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)

によっています。

(1)固 定資産の減価償却の方法

(i)有形固定資産

法人税法の規定に基づく定率法又は旧定率法を採用してお ります。

ただし、平成28年 4月 1日 以後に取得 した建物附属設備については定額法を採用 してお ります。

なお、取得価額10万円以上20万 円未満の資産については、法人税法の規定に基づく3年均等償却を採用

してお ります。

(2)引 当金の計上基準

(i)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお ります。

(1)退職給与引当金

従業員の退職金の支給に備えるため、自己都合退職による期末要支給額を計 卜してお ります。

(■ )役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員の報酬・退職金に関する規程に基づく期末要支給額を計上

してお ります。

(3)消 費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

2事業別損益の状況

1 経常収益

l 受取会費

2.事業収益

ITCの資格認定・育成・研修事業収益

ITCと 経営者等のマッチング事業

IT利活用に関する研究・支援・普及・啓豪事業

3・ その他収益

経常収益計

Π 経常費用

1・ 人件■

役員報酬

給料手当

業務委託費

退職給付費用

法定福利費

人件費計

2 その他経費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

印刷製本費

水道光熱費

賃借料

金員向活動費

租税公課

その他の業務委託費

システム維持管理費

支払手数料

174.689

1.377.413

3.367.605

152.000

2,597.423

234.690

4,o13.065

545.771

S61.459

7.992.901

3.949.594

2.271.150

295.985

583.302

019.0)9

69.76

11.971.68

1.322.61

21.389.78

1.319,787

12.040.707

6.176.447

2.782.759

541,663

12.591.055

1.620.803

756.99

61,20

9.667.70

512 1.001.47

758.328

4.347.806

2.226.753

511.609

471.899

619.373

440.906

8.172.066

7.990

298.600

4.198.712

297.

4.031.

171.

3.913.

3.576.

3.384.000

3,584.490

25.421.

196.

192.

172. 113.

20.835.

44

65

70

961

15

管理部門 合 計

ITCの 資格認
定・育成・研

修事桑

ITCと 経営者
等のマッチン

グ事業

ITの利活用に関す

る研究・ 丸11・ ■

及・
=覺

0彙
事業合計科 目

370.006.618

11,190.164

31.377.342

12.537.000

1.360.363

12.537.000

370.006.618

11,190, 164

31.377.342

1,360,363

369,896.618 110,000

3,200.273

40,000

7,986.891

]l.037.342

13.897.363 426.471.487353 270 39.324.230 412,574,124369.896.618

22.637.600

0. 194.332

4.663.873

1.541.874

3.455.616

38.160.800

66.244.292

4.867.954

S.828.000

13.858.020

5.241.600

11,398,580

919.350

2.352.732

6.350.400

26, 106.839

1.735.566

4.589.083

15.S23.200

58.049.960

201.081

4.286.126

10.402,404

3,931.200

20.544.541

204.081

1.601.210

3.460,539

40 493 295 128.959.06638.781.888 88.465,7?l29.771.621 19,912.262

121.66S.615

5.292.620

1.020

20.400

43.250.946

3.381.067

36.000

20.500

168.200.561

17.258.177

07.020 8.272.547 8.009,567



広告費

支援費

雑費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

2.208

2,350.000 !50, 2.500.000

611.695

2.457.600

2.500.000

2.903.477

2.167,

274 409 2.321.782

3固定資産の増減内訳

151 224.720 17.362.505 72.027.682 240.611.907 32.018.254 272,603.161

37.274.757 l10.809.570 329.080.678 ?2.5月 .549 4ol.592.227180.996.341

△ 58.614.186 24.879.260l △900 277

減価償却累計額 期末帳簿価額科 目 期首取得価額 取 得 減少 期末取得価額

10.285.457

2.058.685

4. 134.750

1.833,448

6.150.707

225.237

10.285.457

2.058.685

12,344.142 5.968.198 6.375.94412.344.142

9.504.500

7,920.000

4.〕 30.816 5.373.684

7,920,000

9.504.500

7.920,000

4. 130,316 13.293.6849.504,500 7.920.000 17.424.500

14.263.200

17.644.460

△ 17.644.460

660,000

△ 660.000

14.260.200

17.644.460

△ 17.644.460

]4.263.200

18,304,460

△ 18.304.460

14.263.200 14.263.20014.263.200

10.099.014 33.932.82836.111.842 7.920.000 031 842

有形固定資産

建物

工具器具備品

有形固定資産計

無形固定資産

ソフトウェア

ンフトウェア仮勘定

無形固定資産計

投資その他の資産

敷金

長期末収入金

貸倒引当金

投資その他の資産計

合計

83,493,r46△33,921.扇ヨ



止_産__且_量

令和 6年3月 31日 現在

I資産の部

1流動資産

現金預金

現金

現金手許有高

普通預金

菱UFJ銀行

菱U町銀行

菱UFJ銀行

天銀行第二営業支店

未収金        ~
内閣府他

貯蔵品

受講者用教材

前払金

定時総会会場費等

前払費用

平和不動産m令 和6年4月 分家賃等

流動資産合計

2固定資産

(1)有形固定資産

建物

内装工事

減価償却累計額

工具器具備品

プロジェクター

会議テープル等

ファイルサーバー

ノートパソコン

ディスプレイ

減価償却累計額

(2)無形固定資産

ソフトウェア

アンケート機能開発

ソフトウェア仮勘定

Kintoneアプリ開発

(3)投資その他の資産

敷金

浜町平和ビル7階

大和ライフネスクト0
長期未収入金

貸倒引当金

固定資産合計

資産合計

Ⅱ負債の部

1流動負債

未払金

中央年金事務所他

未払消費税等

未払法人税等

前受金

受講料・認定料

Web活会費

預り金

三

二

三

楽

円 )

301,356,864

16,750,791

3,860,900

70,000

金

54,857,240

118,641,781

20,937,323

12,346,114

52,185,772

6,425,760

244,899

1,785,147

267 424 036

6,150,707

225 237

10,285,457

△ 4,134,750

362,469

881,428

397.424

287,082

130,282

△ 1,833,448

14,067,200

196,000

17,644,460

△ 17 644 460

5,373,684

7,920,000

33 932 828

3,470,500

4,950



8,976,000

27,466,000

36 442 000

238,099,953

源泉所得税

源泉所得税 (講師報酬等)

社会保険料

住民税

流動負債合計

2固定負債

役員退職慰労引当金

退職給与引当金

固定負債合計

負債合計

正

497,657

420,318

1,268,295

471,500

26 814 911

63 256 911



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和 5年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特定非営利活動法人 ITコ ーディネータ協会

1 確認事項 (法第20条及び第21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名

(フ リガナ )

氏   名

前事業年度内の

就任期間
報酬 を受 けた期間

(該当者のみに記入)

1 理事
ノムラ マサ ミ

野村 真実

令和5年4月 1日

令和6年 3月 31日

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

2 理 事

ヨコヤ  トシカズ

俊一

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

3 理事

ヒルマタカシ

比留間 貴士

令和5年4月 1日

令和6年 3月 31日

令和5年4月 1日

令和6年 3月 31日

4 理 事

シ
゛
オカ トモキ

岡 友樹

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

令禾口5年 4月  1日

令和6年 3月 31日

5 理事
4'?4 <t7:

今井 正文

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

6 理事
イワナガ ヒロシ

岩永 宏史

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

7 理事

カワゴエ マサヒロ

河越 雅弘

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

8 理 事

カワサキ ユキノリ
……… 一 ――

一
河崎 幸徳   |

令和5年 4月 1日

令和5年 9月 30日

9 理 事
タムラ フミオ

田村 史臣

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

10 理 事

ナカタ ヒラマサ

中田 平将

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

事 業 報 告 用



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

11 理 事
タニヤ モリヒロ

 
谷屋 盛広

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

12 理 事
アンドウ ユウ

 
安藤 祐

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

13 理 事
イチムラ シ・ュンイチ

市村 淳一

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

14 理事
ウメダ セイヤ

梅田 静哉

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

15 理 事

シモムラ トシカズ

下村 敏和

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

16 理 事
タカシマ トシナオ

高島 利尚

令和5年4月 1日

令和6年 3月 31日

17 理 事

ヒラノ ナオヤ

野 尚也

令和5年4月 1日

令和6年 3月 31日

18 理 事

フセ ヨンタカ

世 芳孝

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

19 理 事

"?)../, -?tt

松下 正夫

令和5年4月 1日

令和6年 3月 31日

20 理 事
l-? /7 A ^t
山口 康雄

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

21 理 事
ヤマザキ タダシ

山峙 督

令和5年4月 1日

令和6年 3月 31日

22 理 事

ヨネダ ムネヨシ

米田 宗義

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

23 理事

フタナベ カズェ

渡部 一恵

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

24 監事
ナカムラ モ トヒコ

中村 元彦

令和5年4月 1日

令和6年 3月 31日

令和5年4月 1日

令和6年 3月 31日

25 監 事

カミクラ ヨウスケ

上倉 要介

令和 5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 ITコーディネータ協会

氏    名

1 野村 真実

2 横屋 俊一

3 比留間 貴士

4 藤岡 友樹

5 今井 正文

6 岩永 宏史

7 河越 雅弘

8 田村 史臣

9 中田 平将
 

10 安谷屋 盛広
 

11

12




